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   In the Great East Japan Earthquake, numerous thermal power plants sustained damage, becoming a major factor in 
power supply restriction. Similarly, significant damage to thermal power plants was observed in the Hokkaido Eastern 
Iburi Earthquake, the 2021 and 2022 Fukushima Offshore Earthquakes, and the 2024 Noto Peninsula Earthquake, with 
restoration taking considerable time. This study aims to elucidate the relationship between damage to thermal power 
plants and the restoration period in these earthquake disasters. The findings reveal that in the case of strong earthquakes 
with a seismic intensity of around 6+, the restoration period can take several months or longer, suggesting the possibility 
of prolonged power supply restriction lasting several months or more in future large-scale earthquake disasters. 
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１．はじめに
(1) 背景

2011年３月 11日に発生した東日本大震災においては，

東北および関東地方の太平洋沿岸に立地する火力発電所

や原子力発電所が同時多発的に被害を受け，多くの発電

機能が失われた．そのため，当時の東京電力管内では，

電力の需要に対して供給力を満たせないことから，地震

の発生後，およそ数週間程度計画停電が実施され，また，

同年夏季には東北電力および東京電力管内において電力

使用制限令が出された．その後の地震災害では，2018 年

9 月の北海道胆振東部地震により，道内の発電能力の大

半を占めていた苫東厚真火力発電所が停止し，道内全域

ブラックアウトが発生した．発電機能の低下による需給

の問題は，事例が少ないが，発生すると広域かつ重大な

影響になり得るため，今後の大規模地震災害による影響

抑制に資する対策が必要である．

(2) 先行研究

地震による発電所の被害に着目した先行研究として，

湯山ら（2014）は，東日本大震災で被災および停止した

火力発電所のパラメータを基に，発電機能の停止期間予

測式の推計を行った 1)．寅屋敷らは，東日本大震災にお

ける火力発電所の被害と復旧と需要の変化の関係から，

南海トラフ地震における電力需給ギャップの推計を行い
2)，それに伴う経済被害の軽減対策の評価 3)や，地域間連

系線の増強による対策効果の評価 4)をしている．また，

2022 年の福島県沖地震における火力発電所の被害に焦点

を当てた需給逼迫問題を検証している 5)．以上より，個

別の災害を対象として，発電所の被害を評価する研究は

なされているが，過去の地震災害により被害を受けた発

電所全てを対象とした研究はほとんどない．

(3) 目的

以上を踏まえて，本研究では，東日本大震災以降の地

震災害に着目し，被災した火力発電所のデータを収集し，

被害と復旧の関係を明らかにすることを目的とし，将来

の大規模災害に向けた考察をする．東日本大震災以降の

複数の地震災害を対象としても，火力発電所の被害のサ

ンプルは統計的分析に耐えられるほど多くはない．しか

しながら，火力発電所の被害と復旧の関係を統計的に十
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分に処理できるほどデータが集まるまで待ってからでは，

広域的かつ長期間の電力供給制約が発生するような将来

の大規模災害に備えるためには遅い可能性がある．そこ

で，現状の段階で得られるデータから，抽出される示唆

を基に，対策を検討していくための参考とすることを，

本研究では意図している．

本研究において対象とする災害は，過去に火力発電所

に大きな被害があった地震災害として，2011 年東日本大

震災，2018 年北海道胆振東部地震，2021 年福島県沖地震，

2022 年福島県沖地震，2024 年能登半島地震の 5 つとする． 

２．研究の方法
(1) データ

対象とする災害における火力発電所の被害と復旧に関

するデータベースを作成するために，必要なデータを文

献・資料等から収集する．また，対象とする火力発電所

は，地震発生当時運転しており，かつ震度 5 強程度以上

の揺れによる影響を受けた発電所のみとする．

 東日本大震災においては，土木学会 6)及び火力原子力

発電技術協会 7)における報告書を参照した．北海道胆振

東部地震においては，北海道電力株式会社の資料 8)を参

照した．2021年及び 2022年の福島県沖地震は経済産業省

の資料 9) 10)を参照した．2024 年能登半島地震は，北陸電

力株式会社の資料 11)を参照した．なお，2022 年福島県沖

地震と 2024 年能登半島地震における被災火力発電所を観

測点とした最大加速度のデータは見つからなかったため，

防災科学技術研究所の k-net における各発電所に最も近い

観測点の最大加速度を利用した．ただし，七尾太田火力

発電所の観測点は，気象庁の資料を参照している 12)． 

(2) データベースの概要

作成したデータベースを表 1 に示す．データベースに

おける発電所概要の項目として，ID，電力会社，発電所

名，系列，総出力，燃料種類，営業運転開始年を含める．

ID の 1桁目が 1 は東日本大震災，2 は北海道胆振東部地

震，3 は 2021 年福島県沖地震，4 は 2022 年福島県沖地震，

5 は能登半島地震に対応している．地震等の外力の概要

の項目としては，最大加速度，津波記録を含める．復旧

の項目として，停止期間の日数を含める．

東日本大震災における発電所は 16 基，北海道胆振等地

震における発電所は 3 基，2021 年福島県沖地震における

発電所は 10 基，2022 年福島県沖地震は 11 基，2024 年能

登半島地震は 3 基で，合計 43 基である．サンプル数が少

ないため，統計的な分析には限界がある．そこで，停止

期間との関係がありそうな項目に絞って分析をする．

３．分析
(1) 最大加速度と停止期間の関係

発電所の停止期間に影響し得る災害の外力として，最

大加速度と津波高さが考えられる．他にも液状化の有無

といった事象も考えられるが，本研究ではデータの限界

から含めていない．津波に関して被害記録があるのは東

日本大震災のみであり，他は全て地震のみの被害となっ

ている．図 1 に，最大加速度と停止期間の関係を表した

散布図を示す．相関係数は 0.67，回帰式の決定係数は

0.44 であり，当てはまりは良くない結果であった．ここ

で，地震による影響のみと津波の影響も受けた発電所を

分けることとする．図 2 に，津波高さと停止期間の関係

を示す．相関係数は 0.88，回帰式の決定係数は 0.77 であ

り相関関係は比較的高いことがわかる．そのため，津波

による発電所の停止期間の影響は関連がありそうである．

なお，本稿では ID116 は津波被害はないものとしている．

つぎに，地震の揺れのみの影響を受けた発電所に絞って

関連を分析する．図 3 に，最大加速度と停止期間の関係

を示す．相関係数は 0.62，回帰式の決定係数は 0.39 であ

り，当てはまりは良くない結果となった．地震の揺れの

影響のみで停止期間を推定することは難しそうである．

関連性を見出すのは難しいであろうが，着目すべきは，

およそ 600Gal以上の最大加速度の地震の揺れの影響を受

けている発電所の停止期間が非常に長いことである．

ID301，302，401，402，501 の発電所は，ばらつきはあ

るが，2〜10 ヶ月程度の停止期間となっている．その他，

最大加速度 600Gal以上の影響を受けて，停止期間が短い

発電所として，ID403，407，409 が挙げられるが，これ

らは営業運転開始年が新しい発電所であることがわかる．

(2) 営業運転開始年と停止期間との関係

地震の外力以外の要素を検討する．そこで，考えられ

るのは発電所の運用開始時期、すなわち，発電所の建設

時期である．同じ揺れの外力であったとしても，古い発

電所であれば，地震による設備への影響は，新しい発電

所よりも大きく，復旧に時間を要するのではないかと考

えられる．そこで，図 4 に，営業運転開始年と停止期間

の関係を示し，関係性を確認する．相関係数は-0.24，回
帰式の決定係数は 0.06 であり，相関関係はみられなかっ

た．しかし，散布図を確認すると，1990 年代に営業開始

した発電所が突出して停止期間が長いことが読み取れる．

営業運転開始年が 1990 年代の該当する発電所を確認する

と，先述した ID が 301，302，401，402，501 であり，い

ずれも最大加速度は，約 600〜1000Gal の強振動の影響を

受けていることがわかる．他の発電所における最大加速

度は，これよりも小さいものが多いため，最大加速度に

よる影響を強く受けていることが推察される．

(3) 最大加速度と営業運転開始年による停止期間への影響

地震による最大加速度と営業運転開始年を説明変数と

して，停止期間を目的変数とした重回帰分析を行った結

果を表 2 に示す．調整済み R２値は 0.515 で，F値は 19.03
（p<0.001）である．決定係数は大きくはないが，最大加

速度，営業運転開始年それぞれ単体の関係性よりは当て

はまりは良くなっている．回帰係数を確認すると，最大

加速度は 57.279 であり，営業開始年の-30.178 よりも数値

が大きいことから，最大加速度の方が停止期間に影響す

る度合いが大きいことがわかる．ただ，営業運転開始年

も影響は小さくない結果となった．また，いずれも p 値
は十分に小さく有意性はある．

 以上を踏まえて，火力発電所の停止期間に関係してい

る要素として，地震による最大加速度と営業開始年が候

補となり得ることが明らかとなった．

４．考察
 過去の地震災害における火力発電所の被害と復旧の関

係を統合して分析した結果，地震の揺れのみによる影響

を受けた発電所においても，かなりの復旧期間を要する

ことがわかってきた．まず，国が火力発電所に定めてい

る基準や復旧期間の目安と，過去の災害での実績との相

違について確認し，将来の大規模地震災害を想定した発

電機能の喪失による社会的な影響に関する考察を行う．
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表 1 過去の地震災害における火力発電所の被害と復旧データベース 

図 1 最大加速度と停止期間の関係（全体）n=43 図 2 津波高さと停止期間の関係（津波）n=8 
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防災基本計画における電気設備等の耐震性区分におい

て，発電所建屋・煙突，ボイラー及び附属設備等につい

ては耐震性区分 II に分類され，高レベルの地震動に際し

ても著しい供給支障が生じないよう，代替性の確保，多

重化等により総合的にシステムの機能が確保されること

と定められている 10)．また，東日本大震災の後，2014 年

〜15 年に，経済産業省電気設備自然災害等対策 WG にお

いて，電気設備の災害復旧に係る国の考え方が示された．

そこでは，震度 7 であれば 1ヶ月程度以上，震度 6 であ

れば 1ヶ月程度以内が目安とされている 10)． 
しかしながら，本研究で示した過去の地震による発電

所の外力と復旧の関係性からは，震度 6強程度以上 2〜10
ヶ月を要している発電所が多いことから，実際には，国

で目安としている復旧期間とは異なり，より復旧のため

の時間を要していることがわかる．

 以上を踏まえると，既存火力発電所の耐震性の確保や

復旧迅速化策，さらには地震災害で同時被災しない別の

電源を増設すること等を重点的に実施する必要がある．

将来発生が懸念されている南海トラフ地震や首都直下地

震においては，強振動の地震により火力発電所が同時多

発的に影響を受ける可能性がある．地震後，広域的に数

ヶ月以上といった長期間の電力不足に陥らないための対

策が必要である．

５．おわりに
 本研究では，東日本大震災以降に発生した，火力発電

所が大きな被害を受けた地震災害を対象として，発電所

の被害と復旧の関係についてデータベースを作成し，発

電所の停止期間に影響する要素を分析した．その結果，

津波による影響，地震動における最大加速度，営業運転

開始年については発電所の停止期間を推定するための要

素の候補となり得ることを明らかにした．また，災害に

よる火力発電所の復旧の実績と国が定めた基準や復旧の

目安との相違を確認し，改めて将来の大規模地震災害に

備えた対策の必要性を指摘した．

 本研究の課題としては，最近の地震災害のデータを統

合して行なったものの，データサンプルはまだ限られて

おり，火力発電所の復旧期間を信頼性をもって推定でき

る有力な手法までは明らかにできていない．
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図 3 最大加速度と停止期間の関係（地震）n=35 

図 4 営業運転開始年と停止期間の関係（地震）n=35 

表 2 重回帰分析の結果 

coef std err t p 

const 43.657 8.715 5.010 0.000 

最大加速度 57.279 9.407 6.089 0.000 

営業運転 

開始年 
-30.178 9.407 -3.208 0.003 
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